
税制改正で個人住民税（道町民税）
が

見直されます

（１）特別徴収税額の算定方法の見直し
　　　公的年金から徴収する個人住民税につい
　　て、税額の平準化を図るため特別徴収税額
　　の算定方法を次のとおり見直します。

　　　

　

（２）特別徴収の中止要件の見直し
　　　これまで特別徴収を中止するとしていた、
　　次の場合においても、公的年金からの特別
　　徴収を継続します。
　ア　市町村が年金保険者（日本年金機構等）　
　　　に対して特別徴収税額を通知した後に税
　　　額が変更された場合
　イ　賦課期日後に市町村の区域外に転出した
　　　場合

個人住民税の公的年金から
の特別徴収制度の見直し
（平成28年10月以後に実施する特別徴収から適用）

個人住民税の住宅借入金特
別控除の延長・拡充
（平成26年から平成29年までに入居した方について適用）

　所得税の住宅借入金特別控除の適用者について、
所得税から控除しきれなかった額を、次の控除限
度額の範囲内で個人住民税から控除します。

消費税率（消費税及び地方消費税）引上げについて

記帳・帳簿等の保存制度の対象者が拡大されます

室蘭税務署からのお知らせ

税制改正で個人住民税（道町民税）
が

見直されます
■問合せ
　税務財政課税務グループ
　　　　　   　☎74－3003


